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平成２８年１０月７日付け原燃発第１６－９８号により照会のあった件について、以下

のとおり回答します。 

照会対象法令（条項）の 

対象となる ／ 対象とならない 

 

本回答は、照会対象法令（条項）を所管する立場から、照会者から提示された事実のみ

を前提に、照会対象法令（条項）との関係のみについて、現時点における見解を示すもの

であり、もとより、捜査機関の判断や罰則の適用を含めた司法判断を拘束するものではな

いことを付記します。 

 

なお、当該回答の理由となる、照会対象法令（条項）の解釈は下記のとおりです。 

 

記 

 

１．核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。

以下「法」という。）においては、発電用原子炉設置者は法第４３条の３の８第１項の規

定により、法第４３条の３の５第２項第２号から第５号まで又は第８号から第１０号ま

でに掲げる事項を変更しようとするときは、原子力規制委員会の許可を受けなければな

らない旨が規定されている。 

 

２．照会のあった件は、貴社伊方発電所３号炉において、新たにウラン 235濃縮度を約 4.1wt%

とする燃料集合体最高燃焼度 55,000MWd/t ウラン燃料（以下「4.1wt%ステップ 2 燃料」

という。）を使用することが、既に許可を受けた法第４３条の３の５第２項第５号、第９

号及び第１０号に規定する「発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備」、「発



電用原子炉施設における放射線の管理に関する事項」及び「発電用原子炉の炉心の著し

い損傷その他の事故が発生した場合における当該事故に対処するために必要な施設及び

体制の整備に関する事項」の変更を伴うか否かの照会である。 

 

３．貴社は、以下の理由から、4.1wt%ステップ 2 燃料を使用しても既に許可を受けた法第

４３条の３の５第２項第５号、第９号及び第１０号に規定する事項に変更はないとして

いる。 

 法第４３条の３の５第２項第５号については、既に許可を受けた「燃料材の種類」

のうち、取替燃料（ガドリニア入り燃料を除く。）のウラン 235濃縮度のみを既に許

可を受けた「約 4.8wt%以下」の範囲内で約 4.1wt%とするものであり、また、核的制

限値等について変更はないこと。 

 法第４３条の３の５第２項第９号については、年間放出放射能量が 4.1wt%ステップ

2 燃料を使用した場合においても同等であり、年間放出管理目標値は変わらないこ

とから「放射性廃棄物の廃棄に関する事項」について変更はないこと。また、「放射

性廃棄物の廃棄に関する事項」に変更がないことから「周辺監視区域の外における

実効線量の算定の条件及び結果」についても変更はないこと。 

 法第４３条の３の５第２項第１０号については、「運転時の異常な過渡変化」及び「設

計基準事故」について、事故の程度及び影響の評価を行うために設定した条件及び

評価結果に変更はないこと。また、「重大事故等」について、使用済燃料の崩壊熱は、

ウラン 235濃縮度を約 4.8wt%とする燃料集合体最高燃焼度 55,000MWd/tウラン燃料

に比べ、4.1wt%ステップ 2 燃料の方が増加するが、平成２８年４月になされた法第

４３条の３の１７の規定に基づく伊方発電所 1 号炉の運転計画の届出等を考慮する

と、事故の程度及び影響の評価を行うために設定した条件の 1 つである使用済燃料

ピットの熱負荷を超えることはないこと。さらに、その他の事象の項目についても、

事故の程度及び影響の評価を行うために設定した条件及び評価結果に変更はないこ

と。 

 

４．上記３．を確認したことから、今回照会のあった件については、既に許可を受けた内

容の変更を伴うものではなく、法第４３条の３の８第１項の対象とはならないと認めら

れる。 


